
様式第１号（第４条第１項関係） 

年  月  日 

 

（公財）佐賀県国際交流協会理事長   様 

 

住所 

電話番号 

氏名          印  

 

 

令和  年度佐賀県日本語教師養成講座助成金交付申請書 

 

日本語教師養成講座を修了しましたので、令和  年度佐賀県日本語教師養成講座助

成金を交付されるよう、佐賀県日本語教師養成講座助成金交付要綱の規定により、下記

関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 日本語教師養成講座助成金 実績報告書（様式第２号） 

 

２ 日本語教師養成講座助成金 同意書（様式第３号） 

 

３ 暴力団排除に係る誓約書（様式第４号） 

 

４ 日本語教師養成講座の修了を証する書類（コピーでも可） 

 

５ 助成対象経費の支払いが分かる書類（領収書又は振込みの控え等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第４条第２項第１号関係） 

 

日本語教師養成講座助成金 実績報告書 
 

１ 修了した日本語教師養成講座 

 

２ 佐賀県内での多文化共生に係る事業への参加状況 

 

講座を受講した団体の

名称 
 

受講コース  

受講期間 令和  年  月  日から令和  年  月  日 

受講料  

講座の受講を今後どの

ように活かすか（予定） 
 

参加した講座又は

事業 

（いずれかにチェ

ックを入れてく

ださい。） 

 

□協会の実施する講座又は事業 

講座名 （                   ） 

実施期間（                   ） 

講座名 （                   ） 

実施期間（                   ） 

 

□その他の講座又は事業 

※その他の講座又は事業にチェックを入れた場合、詳細を以

下にご記入の上、概要がわかる資料を添付してください。 

 

・講座又は事業の名前 （              ） 

・講座又は事業の主催者（              ） 

・講座又は事業の概要 

（                         ） 



３ 日本語教師養成講座受講費用のためのその他の助成金の申請状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当協会の助成事業

以外にも申請予定

の助成金・補助金

がある場合にのみ 

ご記入下さい。 

 

*記入により助成

金額を減額するこ

とはありません。 

 

□本助成金以外にも申請予定の助成金・補助金 

助成事業団体名 （                ） 

助成事業名   （                ） 

申請予定の金額 （                ） 

 

 

 

□本助成金以外にも申請予定の助成金・補助金 

助成事業団体名 （                ） 

助成事業名   （                ） 

申請予定の金額 （                ） 

 

 



様式第３号（第４条第２項第２号関係） 

 

日本語教師養成講座助成金 同意書 
 

申 

請 

者 

名
ふり

 前
がな

                       ㊞ 

住 所 
〒 

  

電話番号  

メールアドレス  

確認事項 
補助要件の確認です。 

内容を確認の上、同意 

又は該当する場合はチ 

ェックを入れてくだ 

さい。 

□講座で修得した内容を活かし、県内での日本語教室活

動や日本語ボランティア活動に積極的に参加します。 

□上記の活動に参加するため、公益財団法人佐賀県国際

交流協会のボランティアに登録しました。 

 ※提供する情報は、専ら協会もしくは佐賀県が上記活動に関係

する参加依頼や各種案内のために用いられます。 

 

 



様式第４号（第４条第２項第３号関係） 

 

 

暴力団排除に係る誓約書 
 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、協会が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が協会と行う他の契約等における身分確

認に利用することに同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又

は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

２ １の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人そ

の他の団体又は個人ではありません。 

 

令和  年  月  日 

（公財）佐賀県国際交流協会 理事長様 

 

住所                   

 

（ふりがな） 

氏名                   

 

 

生年月日 （ 昭和・平成 ）   年    月    日 

㊞ 


